
平成27年度事務事業評価シート

平成27年７月２日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成27年度）

２　実施結果 (単位　円）

相談及び関係機関連絡調整件数 相談及び関係機関連絡調整を行った件数 件 143 159 150

町内巡回回数 町内を巡回しパトロールする回数 回 666 789 500

との調整が可能な日

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

地方債

一般財源 5,066,400 4,931,660 4,938,000

平成25年度 平成26年度 目標値

財源合計 5,066,400 4,931,660 4,938,000

その他特定財源

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

青尐年相談室開室日数 青尐年問題相談及び関係機関 日 244 244 243

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位

非常勤職員等 5,066,400 4,931,660 4,938,000

事業費 0 0

人件費合計 5,066,400 4,931,660 4,938,000

総事業費 5,066,400 4,931,660 4,938,000

内　　容

専門の相談員として２名配置し、青尐年の非行防止と非行尐年の適正措置、不登
校児童及び生徒の対応、就学・就業相談をはじめ、社会環境健全化活動として巡
回パトロール、街頭補導、有害図書について調査指導・助言のほか、家庭や学校、
地域社会、または警察、児童相談所など専門機関とも連携を密に行っている。

コ
ス
ト

区  分 平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（見込）

人
件
費

常勤職員

Ｐ１３０ 4 １ ６ （１） ③

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策

目　　的 青尐年の非行防止と非行尐年の適正措置、不登校児童及び生徒の相談など対応

対　　象 児童、生徒

ゆがわら2011プラン
前 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 青尐年健全育成 家庭・地域・学校
の連携

青尐年相談の充実

関 連 す る 個 別 計 画

分 野

事 業 番 号 ４３７ 担 当 部 課 教育部　社会教育課

事 務 事 業 名 青尐年相談員設置事業

会計 01 09 07 02 事 業 開 始 年 度 昭和 59

主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド

174 社会教育課(青少年相談員設置事業)



３　平成26年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成28年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

平成28年度以降の
方向性

現在行っている相談業務、街頭補導、パトロールなど継続して実施していく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　青尐年の健全育成、非行防止など関係機関と連
携して取り組んでいく。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

評　価　　３段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：普通　Ｃ：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か Ａ

　巡回パトロールや相談業務による青尐年の健全育
成のために、関係機関と連携して実施していく必要が
ある。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ｂ

　平成２５年度は３２件、平成２６年度は２４件の相談を
受け付け、約５０件の街頭補導のほか、町内巡回や行
事での警戒、有害図書立ち入り調査などを行ってい
る。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか Ａ

　町内巡回や街頭指導により犯罪の抑止に繋がって
いると考える。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か Ｂ

　小中学生、高校生、大学生及び仕事をしていない
若者など広く相談にのっている。また、本人や家族だ
けでなく、学校や地域からの相談にも応じている。

平成26年度までの
改 善 点

特になし

174 社会教育課(青少年相談員設置事業)



平成27年度事務事業評価シート

平成27年　月　日作成

款 項 目 年度

三原市との交流は平成８年度から、ポート市は平成１１年度から

１　事業概要（平成27年度）

２　実施結果 (単位　円）

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

事 業 番 号 441 担 当 部 課 教育部　社会教育課

事 務 事 業 名 親善都市子ども交流事業

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01

対　　象 親善都市交流：小学校５，６年生　　姉妹都市交流：中学校２年生

ゆがわら2011プラン
前 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

多文化共生社会
の実現

地域間交流 地域間交流の推
進

親善都市及び姉妹都
市との交流の促進

09 07 02

関 連 す る 個 別 計 画

目　　的

親善都市子ども交流事業では、三原市児童との交流を行い互いの友好を深め、青
尐年の健全育成活動に資することを目的としている。
姉妹都市交流では、将来を担う青尐年が、国際交流を体験することにより、国際的
な視野や考え方の醸成を図ること。また、姉妹都市であるポートスティーブンス市民
との交流により、本町の国際化の推進を図ることを目的としている。

P136 4 Ⅲ ３ （１） ②

事 業 開 始 年 度 平成

内　　容
親善都市交流として広島県三原市と隔年で相互訪問を行っている。また姉妹都市
交流ではオーストラリア、ポートスティーブンス市を毎年訪問し、ホームステイや現
地学校の通学等で現地の家庭及び生徒との交流を行っている。

コ
ス
ト

区  分 平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,316,800 1,362,240 1,294,624

非常勤職員等

人件費合計 1,316,800 1,362,240 1,294,624

事業費 2,957,496 2,372,596 3,993,000

総事業費 4,274,296 3,734,836 5,287,624

その他特定財源 500,000 300,000 505,000

一般財源 3,751,396 3,284,836

国庫支出金

県支出金 22,900 150,000 150,000

地方債

ﾎﾟｰﾄｽﾃｨｰﾌﾞﾝｽ市民との交流日数 現地家庭・学校での活動日数 日 7 7 7.5

4,632,624

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

三原児童との交流日数 三原市児童との活動日数 日 1 1 1.5

財源合計 4,274,296 3,734,836 5,287,624

財
源
内
訳

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

希望人数 参加人数/申込者数 人 40/49 41/41 40/60

希望人数 派遣数/受験者数 人 6/16 6/15 6/20

175 社会教育課(親善都市子ども交流推進事業)



３　平成26年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成28年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　３段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：普通　Ｃ：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か Ｂ 町と提携した親善都市・姉妹都市との交流事業で、青

尐年の健全育成も目的としている。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ｂ 他都市や外国での体験や経験が、参加した児童、生

徒の将来に役立つものと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか Ｂ

帰朝後に報告会や、国際交流イベントにおいて派遣
事業の成果を発表した壁新聞などを作成し、有効な
体験活動となるよう配慮している。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か Ｂ どちらの派遣事業も、公募とし、抽選又は試験により

訪問者を決定している。

・ポートスティーブン市からの青尐年の受け入れを本町からの派遣と連動した事業することを検討。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成26年度までの
改 善 点

姉妹都市交流事業は、事前説明会等に過去に参加された生徒に協力いただき、
体験談やポートで困ったこと等をお話ししていただくことにより、派遣生の不安等の
軽減を図った。

平成27年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

アレルギー等の健康面で不安のある子どもの取り扱いや、健康診断の方法などに
ついて見直しを行った。

平成28年度以降の
方向性

親善都市交流事業では、ここ数年参加者が集まらず苦慮しているので、募集方法
について検討したい。また、姉妹都市交流事業は、毎年、湯河原中学校の英語教
諭に随行をお願いしているが、学校側から行政職員随行等の要望もあるので、検
討していきたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）
親善都市、姉妹都市としての交流の推進、青尐年
の健全育成として継続していく。

175 社会教育課(親善都市子ども交流推進事業)



平成27年度事務事業評価シート

平成27年７月２日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成27年度）

２　実施結果 (単位　円）

参加児童延べ人数 入所児童の年間参加児童累計数 人 20,784 22,468 31,455

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

7,487,000 9,100,000

地方債

一般財源 4,224,266 5,654,681 5,761,000

平成25年度 平成26年度 目標値

財源合計 19,368,366 23,614,681 33,581,000

その他特定財源 9,700,100 10,473,000

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 5,444,000

湯河原町学童保育所開設日数 日曜、祝日、年末年始等を除く毎日 日 290 292 292

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位

18,720,000

非常勤職員等 17,693,880 18,687,718 30,989,000

事業費 1,674,486 4,926,963 2,592,000

人件費合計 17,693,880 18,687,718 30,989,000

総事業費 19,368,366 23,614,681 33,581,000

内　　容
町内３小学校で全学年を対象に、平日は午後１時から午後６時まで、土曜日及び
学校休業日は午前８時から午後６時まで、保護者が昼間家庭にいない間、児童を
お預かりする。

コ
ス
ト

区  分 平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（見込）

人
件
費

常勤職員

Ｐ６４ 2 Ⅱ ２ （２） ②

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策

目　　的
　児童福祉法第6条の3第2項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間家庭に
いない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に適切な遊び及び生活
の場を与えて、その健全な育成を図る。

対　　象 児童

ゆがわら2011プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支えあい笑
顔で暮らせるまち
づくり

福祉の充実 児童福祉・子育て
支援

子育て支援サービ
スの充実

学童保育の充実

関 連 す る 個 別 計 画 湯河原町子ども・子育て支援事業計画

分 野

事 業 番 号 ４４２ 担 当 部 課 教育部　社会教育課

事 務 事 業 名 放課後児童健全育成事業

会計 01 09 07 02 事 業 開 始 年 度 平成 11

主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド

176 社会教育課(放課後児童健全育成事業)



３　平成26年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成28年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　平成27年度より小学校６年生まで受け入れるため、湯河原町放課後児童健全育
成事業設備及び運営に関する基準を定める条例及び湯河原町学童保育所運営
規程を制定し、学童保育所施設整備と定員の増を行った。

平成28年度以降の
方向性

　受入児童数の増により、運営プログラムの見直し及び放課後児童健全育成事業
支援員数の確保を進めながら、支援員資質向上のための研修を行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）

　安心して子供を産み育てられる環境の整備とし
て、国の補助金を受け、共働き等による留守家庭
の児童の保育を行っていく。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

評　価　　３段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：普通　Ｃ：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か Ａ

　両親が共働き家庭等の理由により、日常家にだれもいな
い家庭の子どもの居場所を提供するもので、町が実施しな
ければならない。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　放課後子どもプラン推進事業補助金補助率２/３で事業を
行っている。74.9％が放課後児童健全育成事業支援員の
賃金となっている。留守家庭児童の保育所として効果が得
られている。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか Ａ

　児童の健康管理、遊びの活動への意欲と態度の形
成、遊びを通して自主性、社会性、創造性を培うこと
への支援ができている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か Ｂ

　各学校の収容人数（定員）の関係で利用できなかっ
た児童（定員）が発生する年度もあるが、ほぼ充足し
ていると考えている。

平成26年度までの
改 善 点

　神奈川県放課後児童クラブ活動実践ガイドラインをもとに湯河原町学童保育所ガ
イドラインを作成した。また、指導員の資質向上のため神奈川県主催の指導員研修
に積極的に参加した。

176 社会教育課(放課後児童健全育成事業)



平成27年度事務事業評価シート

平成27年７月２日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成27年度）

２　実施結果 (単位　円）

東台福浦小学校「そよかぜきょうしつ」利用者数 定員30人で年間参加児童の累計数 人 1,039 1,206 1,620

湯河原小学校「放課後まなび教室」利用者数 登録児童うち年間参加児童の累計数 人 1,043 1,228 1,520

湯河原小学校「放課後まなび教室」開設日数 夏休み等を除く給食のある日の火・木 日 37 65 76

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

1,194,000 1,196,000

地方債

一般財源 624,148 978,621 1,166,000

平成25年度 平成26年度 目標値

財源合計 1,055,148 2,172,621 2,362,000

その他特定財源

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 431,000

東台福浦小学校「そよかぜきょうしつ」開設日数 夏休み等を除く給食のある日の火・水・金 日 96 100 108

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位

非常勤職員等

事業費 1,055,148 2,172,621 2,362,000

人件費合計 0 0 0

総事業費 1,055,148 2,172,621 2,362,000

内　　容
湯河原小学校では、毎週火曜日に低学年を木曜日に高学年を対象に、東台福浦
小学校では毎週月・水・金曜日に全学年を対象に開設して自主的な学習の場を提
供している。

コ
ス
ト

区  分 平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（見込）

人
件
費

常勤職員

Ｐ６４ 2 Ⅱ ２ （１） ②

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策

目　　的
放課後、地域の大人の協力を得て、子ども達の活動拠点（居場所）を確保し、自主
的な学習の場として、また体験活動や地域住民との交流活動を支援するもの。

対　　象 湯河原小学校及び東台福浦小学校の児童

ゆがわら2011プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支えあい笑
顔で暮らせるまち
づくり

福祉の充実 児童福祉・子育て
支援

子どもたちが生き
生きと育つための
環境づくり

健全な遊び場や交流
の場の確保

関 連 す る 個 別 計 画

分 野

事 業 番 号 ７７６ 担 当 部 課 教育部　社会教育課

事 務 事 業 名 放課後子ども教室推進事業

会計 01 09 07 02 事 業 開 始 年 度 平成 21

主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド

177 社会教育課(放課後子ども教室推進事業)



３　平成26年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成28年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　湯河原小学校「放課後まなび教室」では、開室時間をいままで14時から16時で
あったものを16時30分まで延長し、内容の充実を図った。
　東台福浦小学校「そよかぜきょうしつ」では、昔の遊び、工作教室、笑いヨガ、宿
題の見守り、手話教室等多彩なプログラムを用意し子どもたちの成長を支援してい
る。

平成28年度以降の
方向性

　湯河原小学校「放課後まなび教室」では、放課後土曜授業のプログラムを計画
し、アスリートによるスポーツ指導や企業と協働した総合学習等の開催を予定して
いる。

総 合 評 価 継続（現状維持）

　国の補助金を受け、放課後の児童の安全で健や
かな居場所を確保していく。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

評　価　　３段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：普通　Ｃ：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か Ａ

　学校の余裕教室を活用して、放課後の児童の安全な居
場所を設け、地域の方々の参画を得て、勉強・スポーツ・文
化活動等に取り組み、心豊かでたくましい子どもを社会全
体で育むため必要である。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ｂ

　放課後子どもプラン推進事業補助金補助率２/３で事業を
行っている。83.8％が児童を見守る安全管理員等の謝礼と
なっている。子ども達の活動拠点（居場所）を確保する効果
は得られている。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか Ａ

　心豊かでたくましい子供を社会全体で育むため、地域の
大人の協力を得て、学校を活用し、子供たちの活動拠点
（居場所）を確保し、放課後における様々な体験活動や地
域住民との交流活動等を支援する成果は得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か Ｂ

　放課後子ども教室は全児童が対象となっているが、吉浜
小学校では実施できていない。国の放課後子どもプランで
は、放課後児童健全育成事業との一体的な実施を計画し
ている。

平成26年度までの
改 善 点

　湯河原小学校「放課後まなび教室」では、平成26年度から小学校４年生から６年
生までの対象を拡大し、小学校１年生から６年生までとすることができた。また、東
台福浦小学校「そよかぜきょうしつ」では、笑いヨガや手話教室の新たな実施をし
た。

177 社会教育課(放課後子ども教室推進事業)



平成27年度事務事業評価シート

平成27年７月２日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成27年度）

２　実施結果 (単位　円）

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

事 業 番 号 ４５５ 担 当 部 課 教育部　社会教育課

事 務 事 業 名 湯河原温泉オレンジマラソン開催事業

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01

対　　象 小学１年生以上

ゆがわら2011プラン
前 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 スポーツ スポーツ活動の支
援

スポーツ教室、イベン
トの開催

09 08 01

関 連 す る 個 別 計 画

目　　的
マラソン大会を通じて、湯河原の「空・花・湯」を満喫し、仲間達との「再会とふれあ
い」を深めるとともに、スポーツ及び観光の振興に寄与する

Ｐ１２８ 4 Ⅰ ５ （２） ③

事 業 開 始 年 度 平成 2

内　　容

・湯河原町内をコースとしたマラソン大会の開催
・参加者のレベルに応じて選択できるコース設定（３km・５km・10kmコース)
・学年、年齢、組み合わせ別の部門設定（全24部門）
・参加料が無料となる宿泊パックの設定（Ｓ・Ａ・Ｂ・民宿パック）
・希望者に無料入浴券配布（無料入浴施設での温泉入浴）
・入賞者以外にも抽選等による特別賞の賞品贈呈

コ
ス
ト

区  分 平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（見込）

人
件
費

常勤職員 4,528,806 3,662,445 3,135,400

非常勤職員等

人件費合計 4,528,806 3,662,445 3,135,400

事業費 9,072,359 9,525,161 10,541,000

総事業費 13,601,165 13,187,606 13,676,400

その他特定財源 9,464,000 9,935,500 9,715,000

一般財源 4,137,165 3,252,106

国庫支出金

県支出金

地方債

3,961,400

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

実行委員会開催回数 実施内容の熟慮・大会に向けての準備 回 2 2 4

財源合計 13,601,165 13,187,606 13,676,400

財
源
内
訳

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

大会申込者数 大会への期待度 人・組 3,338 3,477 3,000

宿泊パック利用者数 宿泊施設及び町への経済効果 人 191 182 400

178 社会教育課(湯河原温泉オレンジマラソン開催事業)



３　平成26年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成28年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　３段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：普通　Ｃ：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か Ｂ

本大会は、町が一丸となって取り組む最大のスポーツイベ
ントであり、円滑な運営のためには行政が中心となって事
業に取り組むことが不可欠と考える。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

毎回、定員を超える参加申込みがあり、多くの参加者が来
湯している。商工会の協力のもと実施した「坦々やきそば」
の参加者割引サービスによるＰＲ、宿泊パック利用による町
滞在も含め、町への経済効果は大きいと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか Ａ

参加者の中には大会のリピーターが多く、第１回大会から
連続して参加されているという方もいた。多くの参加者がこ
の大会で再会を果たし、町の景色や温泉に触れ、マラソン
を楽しみ、そしてまた次の大会を心待ちにされている様子
から本事業の目的は果たされていると考える。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か Ｂ 参加者は、インターネット等により広く一般に公募しており、

小学生以上であれば誰でも参加できる。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成26年度までの
改 善 点

・荷物預かり、引取り時の混雑解消のため教室の一部を開放した。
・関門（２か所）を設け（それぞれに制限時間を設定）時間内に通過できなかったランナーを
競技終了することにより、円滑な交通規制の解除を図った。
・障がい者に優しい大会をめざし、手話通訳者と要約筆記者を配置したほか、障がい者用
の更衣室を設置した。

平成27年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

・計時業務におけるゴールタイムのデータ送信方法の見直し
 ※2015大会において、ゴールタイムのデータ送信が途切れたことにより、完走証発行がで
きなくなったという事例が発生したため。
・無料入浴施設数及び施設の入浴可能人数の拡大
 ※無料入浴を希望する参加者の数が無料入浴施設の入浴可能人数を上回っている状態
にあるため。

平成28年度以降の
方向性

雨天時の開催やランナーの走行の安全性、無料入浴施設のキャパシティを考慮
し、参加申込者の受付数を若干絞り、コンパクトで内容の充実した大会にしていき
たい。また、コースの変更について、交通規制やコースの特色・安全性を考慮しな
がら検討していきたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）
子供から大人まで手頃に参加できるマラソン大会
として定着し、3,000名を超える参加がある。
スポーツと観光の振興のため今後も続けていく。

178 社会教育課(湯河原温泉オレンジマラソン開催事業)



平成27年度事務事業評価シート

平成27年７月２日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成27年度）

２　実施結果 (単位　円）

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

事 業 番 号 ４５６ 担 当 部 課 教育部　社会教育課

事 務 事 業 名 湯河原町体育協会補助金

予 算 科 目 コ ー ド 会計 ０１

対　　象 湯河原町体育協会

ゆがわら2011プラン
前 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 スポーツ スポーツ活動の支
援

スポーツ活動の支援

０９ ０８ ０１

関 連 す る 個 別 計 画

目　　的

湯河原町体育協会は、各部それぞれに活発な活動を行うとともにスポーツ尐年団の育成に
取り組むなど、町のスポーツ振興に大きく寄与している。また、町の各種大会、スポーツ行
事の企画、立案、運営等において中心的な役割を担っており、これら実績を踏まえ、同協
会に補助金を交付しその活動を補助するもの

Ｐ１２８ 4 Ⅰ ５ （２） ①

事 業 開 始 年 度 平成

総事業費 2,047,840 2,049,493 2,047,031

内　　容 湯河原町体育協会の活動を助成し、町民のスポーツの振興を図る。

コ
ス
ト

区  分 平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（見込）

人
件
費

常勤職員 47,840 49,493 47,031

非常勤職員等

人件費合計 47,840 49,493 47,031

事業費 2,000,000 2,000,000 2,000,000

2,047,031

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

協力対象行事数 町の行事との関わり 回 3 2 4

財源合計 2,047,840 2,049,493 2,047,031

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特定財源

一般財源 2,047,840 2,049,493

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成25年度 平成26年度 目標値

行事協力者数 町の行事への協力度 人 145 96 200

179 社会教育課(湯河原町体育協会補助金)



３　平成26年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成28年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　３段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：普通　Ｃ：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か Ａ

町のスポーツ振興に欠くことのできない団体であり、ま
た、町の行事に対して積極的に参加、協力している。
その活動支援のひとつとして、町から補助金を交付し
ている。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

町のスポーツ行事の実行委員会等において、企画、立案、
運営等の中心的な役割を担っている。また、町の行事の従
事者として多くの部員を動員するなど、積極的に協力して
いる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか Ａ

自らの活動の活性化だけでなく、町民が参加できるバレー
ボール大会、町民レクリエーションの集い等においては、行
事の運営主管となり、町民の健康増進、スポーツ振興に寄
与する活動を行っている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か Ｂ

協会に所属する各部においては、部員の減尐、高齢化等
により、活動が衰退しつつある部がある。自身の部の部員
だけでの活動をするのではなく、協会の活動に参加しても
らえるよう町民等への呼びかけが必要であると考える。

平成26年度までの
改 善 点

体育協会各部の活動状況、登録者数等を確認し、活動実態に合わせ補助金額の
見直しを行った。

平成27年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
なし

平成28年度以降の
方向性

活動実態を的確に把握し、必要に応じて補助金額の見直しを行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）

湯河原町体育協会は、町のスポーツ振興に大きく寄与
しており、その活動を助成していく。
ただし、補助金額については、活動実態、その他の状
況に応じて、適正に見直していく。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

179 社会教育課(湯河原町体育協会補助金)


